





A study on the historical transitions of the child care support 





































































が原則でなければならない』『母子の持続的な 1 対 1 の関係の中でこそ乳児の

















もこの状況は続き、平成 6 年度 4 月 1 日現在の東京都の待機児童 4,647 人の
うち、28％が 0 歳児、55.5%が 1～2 歳児であったり、同年の 19 時までの延長
保育を希望する保護者が 73.2％であるにも関わらず、実際の公立保育所の実








年 12 月に文部・厚生・労働・建設省の 4 大臣合意で「今後の子育て支援のた
めの施策の基本的方向について（以下「エンゼルプラン」と表記）」 4)が策定
され、この具体的予算措置となる「当面の緊急保育対策等を推進するための














































































































H6現状 H11数値目標 H11現状 H16数値目標 H16現状 H21数値目標 H21現状 H26数値目標
保育所入所児童数 159万人 ー 173万人 ー 197万人 215万人 204万人 241万人
1 低年齢児（0～2歳児）保育の促進 41万人 60万人 58万人 68万人 69.4万人 75万人 70.9万人 102万人

















10 夜間保育 37か所 ー 43か所 ー 66(67)か所 140か所 151(157)か所 280か所
H16(2004)年 H21(2009)年




5 放課後児童クラブ 4,520か所 9,000か所 9,000か所







3 一時的保育 450か所 3,000か所 1,500か所 3,000か所 5,651か所 9,500か所
7
2,200か所 のべ12万人
9 ファミリーサポートセンター事業 4市町村 ー
10,000か所
のべ3952万日









 幼稚園は学校教育法第 22 条・第 26 条の規定に基づき、満 3 歳以上の幼児
の心身の発達を助長することを目的に保育を行う場である。戦後の幼稚園は
昭和 30 年代の高度経済成長期に子育て家庭の幼稚園教育への関心が一層高ま





















している。また平成 19 年 6 月には学校教育法が改正され、新たに幼稚園の役

















2) 幼児教育振興プログラムの実施  
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